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平成２８年度事業結果の解説 

                      

                 平成２８年４月１日～同２９年３月３１日 

                           認定特定非営利活動法人 

全国就労支援事業者機構 

 

〈総論〉 

平成２８年度は、全国就労支援事業者機構（以下「全国機構」という。）と全国に整備さ

れた５０の都道府県就労支援事業者機構（以下「都道府県機構」という。）が連携して事業 

を開始した７年目に当たる。 

全国機構は事業の一層の充実強化を図るため、まず自らの会員の増強に取り組んだほか、

各都道府県機構の事業の推進、組織運営の支援に努めた。 

さらに、身元保証事業等を行っている特定非営利活動法人全国更生保護就労支援会（以下

「支援会」という。）との合併手続きを進め、平成２７年８月３日に東京都に合併申請を行

い、同年１０月１６日に認証を得て、平成２８年４月１日に登記を完了した。 

ところで、政府においては「世界一安全な国、日本」を実現するために、平成２６年１２

月の犯罪対策閣僚会議において「犯罪に戻らない・戻させない～立ち直りをみんなで支える

明るい社会へ～」を宣言し、「２０２０年までに犯罪や非行をした者の事情を理解した上で

雇用している企業の数を現在の３倍にする」という数値目標を掲げ、これらを踏まえて平成

２７年度から、法務省においては雇用した企業に対する奨励金を予算化し、厚生労働省にお

いては協力雇用主支援事業を新たに予算化するなど政府全体で就労支援の施策が充実・発

展した。 

また、平成２８年１２月には、臨時国会で「再犯の防止等の推進に関する法律」が成立し、

同年１２月１４日に施行された。同法においては、犯罪をした者等の多くが、定職・住居を

確保できないことなどから社会復帰が困難なことを踏まえ、犯罪をした者等が社会におい

て孤立することなく、国民の理解と協力を得て再び社会の構成員となることを支援するこ

とを基本理念として、刑務所出所者等の再犯防止のため、様々な施策を力強く進めていくこ

とになった。 

 

以上の情勢を踏まえ、全国機構及び都道府県機構においては就労支援事業の充実発展に

努めた。その事業実績は、協力雇用主の拡大及び協力雇用主による雇用の増加など、おおむ

ね全体として発展しているものといえる。 
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（各論）  

１ 全国機構の組織の充実強化   

（１）認定 NPO法人の認定資格の取得 

  全国機構は、支援会との合併に伴い新たに東京都に認定 NPO法人としての資格を得る

べく、平成２８年５月２６日付けで東京都に申請書を提出し、同年１２月１９日付けで法

人としての資格を認める旨の通知を受けた。 

（２）会員の増強 

   平成２８年度末の全国機構の会員数は以下のとおりで合計７４６会員であった。 

  ① 二種法人会員 

    平成２８年度末現在の法人の会員数は３５０社となり、前年度末に比べ２７社の

増加となったが、新規法人会員獲得目標４０社には残念ながら到達できなかった。 

  ② 二種弁護士会員 

    平成２８年度末の会員数は、３人増えて１１２人となった。 

  ③ 二種公証人会員 

    平成２８年度は１人で増減はなかった。 

④ 四種会員 

    平成２８年度末の会員数は、１人（団体）増えて１８人（団体）となった。 

⑤ 賛助弁護士会員 

    平成２８年度末の弁護士会員は、増減なく１３５人であった。 

  ⑥ 賛助公証人会員 

    平成２８年度末の公証人会員は、２人増えて８人となった。 

  ⑨ 賛助一般会員 

    平成２８年度末の一般会員は、４人減って３０人（社）となった。 

（３）補助金、寄付金等 

    「日本労働文化財団」及び「日本民営鉄道協会による助成金並びに善意の篤志家か

ら寄付金を得た。 

 

２ 都道府県機構の体制整備の支援 

（１） 平成２５年１０月から更生保護法人日本更生保護協会と共同して、６つの都道府県

機構に対してスタッフを配置する費用の助成を開始したが、平成２８年度は、平成

２７年度８機構であったものに対し２機構加え、前橋、長野、岐阜、三重、滋賀、

奈良、岡山、愛媛、熊本及び鹿児島の１０機構を助成対象とした。 

（２） 全国ネットワーク構築後３回目のブロック別協議会を平成２８年１０月～１２月に

６か所で開催し、各都道府県機構の組織体制等全体の底上げのための方策等につい

て協議した。 

 



3 

３ 都道府県機構を通じての事業の推進 

（１）全国機構は各地の機構に対し地方組織活動助成費として総額５３，６１４，６８８円

の事業費の助成を行った。（前年度：５３，１２７，２２６円） 

（２）都道府県機構は全国機構からの事業費助成を用いるなどして、次の事業の推進を図 

った。 

①  雇用の受け入れに協力する事業者（協力雇用主）の拡大 

                 １４，８７９事業者（前年度１３，２１５事業者） 

②  協力雇用主による雇用の実現 

                  ２，８９８人（前年度：２，７３１人） 

③  協力雇用主に対する給与支払いの助成等 

   ア 給与支払い助成 

                  ６７９件、２５，８５５，４３１円 

             （前年度：６２５件、２６，３１５，３４２円） 

   イ 住み込み就労の受け入れ助成、刑務所面接経費助成等 

                  ５，８７３、０５５円 

             （前年度：５，１６７、２１９円） 

   ウ 支援対象者への作業着、健康診断料、原付バイク免許取得費用等給付 

３，６７７，８３２円 

             （前年度：１，８１４，６１４円） 

④ 就労支援セミナー・事業所見学会及び職場体験講習の企画・実施 

    ―更生保護施設入所者の求職活動セミナー等 

                  １，３５４，２０８円 

             （前年度：１，２１２１，０１０円） 

  ⑤ 協力雇用主の交流・研修・広報事業の実施 

    ―雇用協力事業者の刑務所見学会等就労受入れに関する研修、保護司組織との連 

携推進に関する協議会、パンフレット作成配付等 

                   ８，７６４，４２７円 

             （前年度： ８，６７６，４６６円） 

 

４ 全国就労支援事業者機構としての広報啓発・研究事業等 

（１） パンフレット「再犯のない社会へ」を２０，０００部印刷し、関係先に配付した。 

（２） 求人開拓用にパンフレット「手から手へつなぐ思いやり」を２０，０００部印刷し 

関係先に配付した。 

（３） ニューズレターを４回発行した（平成２８年４月、６月、１０月、平成２９年１月）。 

（４）会員研修の実施 

   会員による川越少年刑務所（平成２８年９月）並びに東京拘置所及び更生保護施設真
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哉会（平成２９年２月）の２回の見学会を開催し、受刑者に対する職業訓練等の実情や

更生保護施設について研鑚した。 

５ 身元保証事業等の実施 

  支援会から引き継いだ次の身元保証事業等を実施した。 

 （１）身元保証事業 

    平成２８年度中に実施した身元保証件数は２，０７７件であり、その内訳は次のと

おり。 

   ① 保護観察対象者等に対する身元保証   ２，０６６件 

   ② 福岡県が行う非行少年等に対する身元保証    ９件 

   ③ 高知県が行う無職非行少年等に対する身元保証  ２件 

 （２）自立支援事業 

    沼田町就業支援センター等から自立する者１４人に対し自立支援助成事業を実施。 

 （３）住居確保支援事業 

    平成２８年度中の住居確保支援の新規件数は２件。 

 （４）職業訓練助成事業 

    二つの更生保護法人が行ったパソコン教室の助成を行った。 

 

６ 厚生労働省の事業の受託 

  厚生労働省では平成２８年度の「刑務所出所者等就労支援事業」を公募したが、職場体

験講習、トライアル雇用、セミナー及び事業所見学会並びに５地域（東京、神奈川、愛知、

大阪、福岡）における協力雇用主支援事業は、全国機構の事業目的に一致し、全国ネット

ワーク構築済みの全国機構が受託するのが相応しいとの判断のもとに応募し、平成２８

年度の事業を受託した。 

なお、５地域（東京、神奈川、愛知、大阪、福岡）における協力雇用主支援事業は、 

それぞれの都府県機構に再委託して行った。 


